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働き方改革に関する労使協議
「100時間超時間外勤務をしたら人は死ぬ」ことを認識し、幹部は不退転の決意を！
豚熱対応の総括は、労働安全衛生の視点が不十分！災害時等の労働条件の事前準備は不可欠
県労連の行政３単組（自治労県職労、公企労、県職労）は12月15日、働き方改革について労使協議を行いました。課題は長時間労働と豚熱対応です。
過労死水準の時間外の解消に向けて

〇過労死水準の労働について労使の共通認識
　まず、次の２点について、労使の共通認識であることを確認しました。
	〇特例か否か、理由の如何を問わず、100時間超の時間外勤務は過労死、過労自殺を引き起こす危険な労働である。
〇また、月45時間超から過労死の危険性は高まっていく。極力避けるべきである。


その上で自治労県職労から、「働き方改革推進本部が設置されて以降、80時間超ゼロ、100時間超ゼロの目標が一度も達成されていない。当局が様々対策を行っていることは承知しているが、従来のやり方では過労死水準の過重労働はなくせない。」「100時間超が本当に避けられなかったのか？重要な仕事だとしても実施することで『職員が死ぬかもしれない』という認識を持って、事業の中止を判断すべき案件もあったのでは？」と発言し、具体的な提案を行いました。
自治労県職労の提案

〇「上限時間」の特例の事実上の廃止を！
・特例事由であっても100時間超の時間外勤務を禁止する運用とする。
・経過措置期間として、初年度は特例の100時間超は1回のみ容認するが、翌月は45時間以内となるよう担当替え、人員増などの対応を取る。
・100時間超の時間外勤務が発生した所属については、所属名、所属長氏名を顛末書とともに全庁掲示板で公表する。該当の局長を次年度更迭する。知事、副知事は給料を自主返納する。

〇「限度（月45）時間」の厳守を！
・ＧＬ（出先課長等）任せにせず、所属長が全職員の時間外勤務状況を毎週確認し、具体的な指示を出すよう徹底し、毎月働き方改革推進本部に報告させる。
・所属の月45時間超の時間外勤務時間の年間合計時間を人員に算定して、次年度は自動的に増配置する。
・人事課、局が人員減を行う場合は、「その他業務見直し」ではなく、具体的かつ明確な積算根拠を示す。
・3月連続で月45時間超の発生所属は、所属名、所属長氏名を顛末書とともに全庁掲示板で公表する。
・一定割合の該当所属のある局は、局長を次年度更迭する。知事、副知事は給料を自主返納する。

〇労働安全教育の徹底を！
・過労死のメカニズム、危険性について、精神科医や過労死問題の専門家を講師に、全職員を対象として最低年1回の研修を行う。
・職員が過労自殺した反省から長時間労働を解消した財政課の当時の幹部職員を講師として、各所属でその思いや具体的な時間外勤務の削減方法について話し合う場を持つ。
豚熱の教訓から災害時の労働安全の確立を
　当局からは７月の豚熱対応の総括を踏まえて改定された「神奈川県豚熱発生時対応マニュアル」が示され、説明を受けました。
　自治労県職労からは、環境農政部の総括としてはやむを得ないが、労働安全衛生の視点からの総括と今後の対応方針が必要であり、それは人事当局がやるべきことである旨を主張しました。
　今回は真夏の対応でしたので、熱中症の観点からの検証も必要です。（３頁に自治労県職労の提案）

　過重労働、豚熱対応については、基本要求交渉の中でも改善提案を追求します。

「職場における熱中症予防対策マニュアル（H30年3月改定版）」の項目等と豚熱対応の実態、今後改善すべきこと
	区分
	概要
	R3.7の状況
	今後に向けた提案

	１作業環境管理
	(1) WBGT 値の低減等
	屋外の高温多湿作業場所においては、直射日光並びに周囲の壁面及び地面からの照り返しを遮ることができる簡易な屋根等を設ける。
	豚舎以外は炎天下
	・個別の農場等をシミュレーションし、必要な設備を準備する。
・設備が難しい場合、休憩を小まめにすることをマニュアに明記する。

	
	
	高温多湿作業場所に適度な通風又は冷房を行うための設備を設ける。
	レンダリング班は作業場所に冷房が効いた休憩場所（プレハブ小屋）が設置されていた。
	・冷房機能のある送風機の確保。
・作業場の冷房が困難な場合、至近の場所に冷房が効いた休憩場所を設置する。

	
	(2) 休憩場所の整備等
	高温多湿作業場所の近隣に冷房を備えた休憩場所や日陰等の涼しい休憩場所を設けます。また、当該休憩場所は臥床することのできる広さを確保します。
	冷房を備えた休憩場所は一部設置されていた。テントはすべての作業場所に設置されていた。

炎天下で休憩した人も
	・すべての作業場所に設置冷房が効いた休憩場所を設置する。

・冷房設備のあるプレハブ等の備蓄（地震等の大規模災害時対応にも活用できる）

	
	
	高温多湿作業場所又はその近隣に、氷、冷たいおしぼり、作業場所の近隣に、水風呂、シャワー等、身体を適度に冷やすことのできる物品及び設備等を設けます。
	氷含め冷えた飲み物、おしぼりの用意はなかった。シャワー設備などは当然なし
	・冷たいおしぼり、身体を適度に冷やすことのできる物品等の準備をマニュアルに明記する

	
	
	水分及び塩分の補給が定期的かつ容易に行えるよう高温多湿作業場所に飲料水の備え付け等を行います。
	作業場所及びベースキャンプには飲料水の準備があった。
	・飲料水、塩分接種物の備蓄、冷蔵庫の備蓄をマニュアルに明記する

	２作業管理
	(1) 作業時間の短縮等
	作業休止時間や休憩時間を確保し、高温多湿作業場所の作業を連続して行う時間を短縮すること、身体作業強度（代謝率レベル）が高い作業を避けること。
	作業日程の中盤から後半戦にかけては、作業時間の短縮等がされていた。（作業休止・休憩を小まめにと確保できていた）
	・業務の過重な負荷、困難、不快を踏まえ、通常の拘束時間ではなく、短縮した勤務時間とする

	
	(2) 熱への順化
	計画的に、熱への順化期間を設けることが望ましいところです。
	なし
	・到着直後から負荷の大きい作業に入らない工夫とする

	
	(3) 水分及び塩分の摂取
	自覚症状以上に脱水状態が進行していることがあること等に留意の上、自覚症状の有無にかかわらず、作業前後の摂取及び作業中の定期的な摂取を指導するとともに、作業中の巡視における確認等により、定期的な水分及び塩分の摂取の徹底を図ることが必要です。
	ぬるい水分のほか、塩飴などの用意はあった。
	・現場での指導、周知体制の確立

	
	(4) 服装等
	熱を吸収し保熱しやすい服装は避け、透湿性及び通気性の良い服装を着用させます。
	途中から防護服２枚→１枚になった。
	・下着も含め、必要な服、タオル等の備蓄・準備

・防護服の下に着る服装等を的確に指示すること。

	
	(5) 作業中の巡視
	高温多湿作業場所の作業中は巡視を頻繁に行ってください。
	巡視（指揮命令）は十分でなかった（巡視する人員不足か？）。巡視員により休憩指示（時間）は異なっていた。
	・保健師の巡視、医師の常駐体制の確立

・巡視員を増やす

・指揮命令を的確に行う

・作業時間（休憩時間）をある程度統一的なものにすること。

	３健康管理
	(4)身体の状況の確認
	休憩場所等に体温計、体重計等を置き、必要に応じて、体温、体重その他身体の状況を確認できるようにすることが望ましいところです。
	感染症対策の観点から受付時の検温は行われていた。
	・体温計等の必要な備品の備蓄

	
	(5) 労働衛生教育
	労働者を高温多湿作業場所において作業に従事させる場合には、適切な作業管理、労働者自身による健康管理等が重要であることから、作業を管理する者及び労働者に対して、あらかじめ次の事項について労働衛生教育を行うことが必要です。
①熱中症の症状 ②熱中症の予防方法 ③緊急時の救急措置 ④熱中症の事例
	・ベースキャンプで保健師の問診を実施

・作業にあたる各々が個人的に熱中症対策を行っていたが、熱中症について時間を設けて説明を受けることはなかった。
	・現場に配置する前に、ＢＣや移動するバスにおいて、適切な労働安全衛生教育を行う。受付や移動中のバス車内などで、熱中症対策等についてまとめたペーパーを配布し、作業者に説明する。

・事前にメール等で周知し、当日までに各自目を通すようにする。

	マニュアル以外
	食事
	
	作業場所には食事の準備があったが、ベースキャンプには用意が無かった。その旨の情報伝達がうまくいっておらず、ベースキャンプ組で食事なしのまま勤務したケースもあった。
	・現場から離れた場所に食事休憩場所を確保する

・提供する食料は、作業内容を踏まえた配慮をする

	
	着替え等
	多量の発汗や身体の汚れを伴う作業がある場合には、シャワー室等の洗身施設を整備するとともに、常時これを清潔にし、使いやすくしておくこと。洗面所、更衣室等の労働者の就業に際し必要となる設備を常時清潔で使いやすくしておくこと。（労働安全衛生法第71条の３第１項の規定に基づく、「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」）
	シャワー室などの用意はなく、汗で汚れた状態で電車に乗る必要があった。
	・男女別の更衣室の設置

・簡易シャワーの確保（地震等の大規模災害時対応にも活用できる）

・防護服だけでなく、作業職員用の下着類、タオル、防寒具等も備蓄する

	
	悪臭対策
	
	
	・悪臭が発生しない対策を基本に、脱臭装置等も検討する


※「職場における熱中症予防対策マニュアル」（厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課作成）
